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議員各位には、平成２４年第２回石垣市議会３月定例会にご参集を賜り、心

から感謝を申し上げます。 

私は、平成２２年３月に市長に就任し、任期折り返しの年を迎えまし

た。「日本一幸せあふれるまち石垣市」を基本理念に掲げ、市民目線でス

ピード感と行動をもって、市民の皆様の期待に応えることをお約束し、

市政運営にあたってまいりました。 

それでは、３月定例会の開会に当たり、私の所信の一端を申し述べ、市民の

皆様をはじめ議員各位のご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

１．はじめに 

昨年３月１１日に発生した東日本大震災は、未曾有の被害をもたらし、

東北地方を中心とする多くの方々が犠牲となられました。また、この地

震と津波により福島第一原子力発電所の事故発生という複合災害をもた

らし、被災地では、今なお多くの皆様が避難生活を余儀なくされ、苦難

の日々を送っておられます。 

ここに改めて、犠牲になられた皆様に哀悼の誠を捧げるとともに、被

災された皆様に衷心よりお見舞いを申し上げます。  

政府においては、復興庁を創設し被災地の復旧・復興に向け本格的な

取り組みが始動いたしました。１日も早い復興が成し遂げられることを

心よりお祈り申し上げます。 

今回の震災は、自然災害の脅威と防災に対する認識を改めさせられる

とともに、被災地におけるコミュニティーの重要性や皆で支え合う「絆」
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の大切さを実感させられました。人と人・家庭・地域それぞれの絆は、

復興に向けた大きな希望の力となり、皆様の思いが叶いますよう、切に

願っております。 

本市といたしましても、引き続き復興支援に努めてまいります。 

昨年度はこれまでの地域防災計画を見直し、新たな石垣市地域防災計

画の策定を行いました。今後は、同計画の円滑な運用と防災体制の確立

を図り、災害に強いまちづくりを進めてまいります。  

さて、今年の干支・辰年は、昇り龍のごとく、あらゆる事が成就する

縁起の良い年になりますことをご祈念申し上げます。  

国際情勢をみてみますと、未だリーマンショックからの回復がなされ

ず、サブプライムローンの問題等による景気の低迷から脱却できない状

況にあります。加えて、欧州債務危機問題や環太平洋パートナーシップ

（ＴＰＰ）問題、円高による輸出産業への直撃は、経済の空洞化に拍車

を掛け、一層、混迷する厳しい局面にあります。  

また、情勢不安による原油高騰など、世界経済の懸念材料が指摘され

ております。 

翻って国内情勢は、被災地の復興をはじめ、放射性物質の除染対策や

がれき処理、原発稼働に絡むエネルギー問題、税と社会保障の一体改革

における消費税増税問題、棚上げされたままの公務員制度改革等々、課

題は山積しています。 

本市においては、行政区域である尖閣諸島海域における外国船の領海
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侵犯等が相次いでいるため、国に対し領海内における操業の安全の確保

などについて強く要望してきているところであります。  

これらの内外情勢の課題は、地方自治体においても影響を受けかねな

いものであり、動向を注視しつつ適宜適切に対策を講じてまいります。  

今後は、伊原間中学校新築工事、学校給食センターの建替事業、農業

体質強化基盤整備促進事業、食肉加工施設建設等の推進と併せ、更に新

たな公共事業の掘り起こしを行い、地域経済の浮揚を図る施策展開を行

ってまいります。 

いよいよ本年度は、新沖縄振興法が制定され、今後１０年間の新たな

道標となる沖縄２１世紀ビジョンが示されました。  

それと時を同じくして、沖縄振興に資する事業を自主的な選択に基づ

いて実施できる制度として、新たに「沖縄振興一括交付金制度（仮称）」

が創設され、本県に対し１，５７５億円の交付が決定しております。  

また、「沖縄県振興協議会」及び「沖縄県市町村振興協議会」により、

本市への配分は１０億４千万円となっております。  

今後は、本市の実情に即した的確かつ効果的な施策実現のため、効率

的な活用を図ってまいります。 

昨年、１２月議会において議決を賜りました第４次石垣市総合計画基

本構想に基づく５年間の前期計画がスタートいたします。基本構想で掲

げた基本理念や将来像を基に、基本目標を着実に成し遂げるため、各種施策

を強力に推し進め、「日本一幸せあふれるまち石垣市」の実現に向け取り組ん
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でまいります。 

本市は、戦後の昭和２２年７月１０日に市制を施行し、以後、先人た

ちの懸命な努力により着実な発展を続け、今年、石垣市制施行６５周年

を迎えます。 

市民の皆様とともに未来の展望を切り開き、新たな石垣市づくりに邁

進していかなければならないと決意を新たにしているところです。  

このような本市の歩みの中で、日本の最北端の市、北海道稚内市との

友好都市締結２５周年の節目を迎え、両市のさらなる交流を発展させ、

友好関係をゆるぎないものにしてまいりたいと考えております。  

このように記念すべき節目の重なる年を迎え、市民の皆様とともに一

体となって、明日の石垣市をつくりあげていくことができることは、こ

のうえない喜びであり、更に身の引き締まる思いであります。  

この時にあたり、未来へつなげる次のステージを整え、市民協働のま

ちづくりを推し進めていくことは私に課せられた大きな使命であります

ので、全身全霊をかけて取り組んでまいる所存であります。  

さて、八重山郡民の長年の悲願でありました、新石垣空港が平成２５

年３月７日に開港・供用開始に向けて着々と進んでおります。  

本市の着実な飛躍と発展は、地元経済団体や各種産業に携わる皆様と

の協調体制のもとで、実現できるものと確信しております。そのため、

新空港開港後の経済振興に重点をおいた意見交換会等を通じ、地域経済

発展の基盤強化に向けた取り組みを加速させてまいりたいと考えており
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ます。 

それらの実現のためには、経済研究所等の専門機関と連携し、経済効

果等の検証・分析を行い、各種産業の振興・発展に向け政策的な強化を

図ってまいります。 

また、台湾、香港等の東アジアに近い地理的優位性を活かし、人流、

物流の拠点となるべく、新空港をはじめとする各種基盤整備はもとより、

国際交流拠点都市としてのアジアゲートウェイ構想を推し進めてまいり

ます。 

更に、昨年度より進めています海洋基本計画については、八重山周辺

海域の環境保全及び海洋資源の利活用、海洋を活用した国際交流等、今

後、本市が行う海洋に関する施策の指針となるべく、策定に向け取り組

んでまいります。 

本市の庁舎は、昭和４５年に竣工し４０年余を経過しております。そ

のため、行政ニーズの多様化への対応や庁舎の狭あい化による市民サー

ビスの低下が懸念され、更には、経年劣化による地震等の大災害に対す

る耐力度の問題から、抜本的な対策が必要となってきます。  

このような中、庁内でワーキングチームを立ち上げ、新たな庁舎の建

設に向け、財政的な検証及び建設手法等の検討を行っております。今後

は、ワーキングチームでの検討を進めるとともに、庁内において更なる

検証を重ね、有識者の専門的知見や多くの市民からの意見等を加えなが

ら、よりよい市民サービスの提供はもとより、大規模災害時における災
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害対策の拠点として、市民の安全と安心を守る重要な役割と機能を備え

た庁舎となるべく、市民との協働により取り組んでまいります。  

以上、新年度の所信について申し上げました。これからは、当初予算

内容を柱に細部について、事業内容を併せてご説明申し上げます。  

【島の自然環境を守り活かす「いしがき」】 

２．環境と風景 

本市は、豊かな自然環境、自然景観及び伝統的集落景観を有していること

から、その保全と有効活用をバランスよく行い、環境と共生し調和のとれた美し

いまちづくりに取り組んでまいります。 

環境の保全を損なう不法投棄について、その多くは、海岸沿いや山間部、原

野等の人目につかない場所に多く散在しており、生活ごみやテレビ、冷蔵庫な

どの廃家電を含め、まだまだ後を絶たない状況にあります。昨年度までは環境

省の地域グリーンニューディール基金を活用し、不法投棄監視パトロール員の

配置を行い、島内一円のパトロール強化をしてまいりました。今年度は、監視パ

トロールや監視カメラを有効活用するとともに、市民ボランティアによる不法投棄

情報収集体制を構築し不法投棄のない生活環境の保全を図ってまいります。 

また、周辺海域におけるオニヒトデの大量発生とその被害は、更に広がること

が懸念されていることから、環境省や県、八重山漁業協同組合及びダイビング

事業者等関係機関で構成する「石西礁湖自然再生協議会」と連携を図り、サ

ンゴ礁海域の保全に努めてまいります。また、オニヒトデ駆除につながる事業に

ついても、県と調整を進めているところであります。 
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また、ＣＯ２の排出増加による地球温暖化の進行と、多様化する廃棄物処理

の問題や環境汚染への不安が高まってきており、現在では、循環型社会の形

成へと人々の意識も変化してきています。そのような中、本市の一般廃棄物処

理基本計画が、本年度で最終目標年次を迎えることから、これまでの計画を見

直し、新たに市民、事業者、行政が協働による新たな目標を定めた「石垣市一

般廃棄物処理基本計画」の策定を行い、持続可能な社会の形成を目指してま

いります。更には、地球温暖化対策の意識啓発を図るとともに、住宅用太陽光

発電システムの導入支援などによる新エネルギー・省エネルギービジョンの推

進に努め、ＣＯ２削減に取り組んでまいります。 

また、ラムサール条約登録湿地である名蔵アンパルは、本市を代表するエコ

ツアーのひとつとなっています。しかしながら、近年の台風被害により、モクマオ

ウ等の海岸林の立ち枯れが目立ち景観が阻害されているため、立ち枯れた樹

木の撤去を行い景観の回復と自然環境の保全を図ってまいります。 

農地からの赤土流出対策については、本市の解決すべき重要課題として、

これまで同様、農家の理解と協力を得るとともに緑肥作物の栽培やグリーンベ

ルト設置への助成を行うなど、効率的、持続的な取り組みを進めてまいります。 

併せて、農業集落排水事業において、平成２５年度供用開始予定の石垣東

部地区（大浜・磯辺集落）については、引き続き事業を推進し、生活環境の改

善、海域の水質保全保持に努めてまいります。 

白保地区における景観の保全、創出については、今後とも継続して地域住

民と協議し検討してまいります。 
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【快適で生活しやすいまち「いしがき」】 

３．快適・安心 

新空港開港にともない、広大な面積を有する現空港跡地については、ユニ

バーサルデザインやバリアフリー化等快適・安全を求める市民ニーズや社会環

境の変化に的確に対応するなど、国や県及び関係機関等との調整を重ねな

がら跡地利用計画の推進に取り組んでまいります。 

都市計画においては、石垣市都市マスタープランに位置付けられた将来像

を踏まえ、現空港跡地を含む南大浜地区において、都市的土地利用計画及

び都市施設の配置を検討するため、南大浜地区土地利用計画の策定に向け

取り組んでまいります。 

併せて、新空港アクセス道路沿道については、今後整備に伴い沿道地域の

無秩序な開発が懸念されます。当該道路は新石垣空港と市街地を結び、観光

客や来訪者に本市を印象づける重要な道路であることから、シンボルロードとし

て沿道景観を誘導していく必要があります。今年度は、南大浜地区土地利用

計画等と整合を図りながら、地区計画の導入を検討してまいります。 

都市公園事業、川平風致公園については、本市の観光拠点として、川平湾

や地域と調和のとれた公園整備を継続して進めてまいります。本年度は、公園

用地の取得のため物件移転補償及び、駐車場整備に着手いたします。 

都市公園安全・安心対策事業は、公園利用者の安全・安心及び利便性の

向上を図るため、本年度は中央運動公園や新栄公園の改修整備を進めてま

いります。 
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市営住宅については、前年度より引き続き大里第三住宅、星野第三住宅の

整備に努めてまいります。 

道路整備については、大浜縦６号線、また都市計画街路整備については、

石垣３-５-１８（商工西通り）及び石垣３-５-１９（二中北通り）を継続して整備を

進めてまいります。 

快適な道路環境を維持管理するため、道路パトロールの強化や市民の情報

提供に基づいて迅速な対応を実施してまいります。また、街路樹の維持管理に

ついては、県道・国道の管理者である県との調整を図るとともに、ふるさと納税

基金を活用し、周年開花可能な熱帯性の緑花木の植栽を推進し、まちかどボ

ランティアとの協働による潤いあるまちづくりを推進してまいります。 

石垣港の整備については、利用者の安全・安心及び利便性の向上等に向

け、離島フェリーバース整備や八島町地区物揚場の改修、緑地等の整備促進

を図ってまいります。 

また、昨年開催した「石垣港将来構想懇談会」から答申のあった石垣港の将

来像「八重山の経済活動を支える港湾から、東アジアの中心に位置する港湾と

して、国内外との多様な交流を促進し、美しい自然と共生しつつ、安心・安全を

保障する港湾を目指す」を参考に、国や関係機関等との調整を図りながら港湾

計画の見直し作業に本格的に取り組んでまいります。 

公共下水道事業については、市民の健康で安全かつ快適な生活環境の確

保及び河川や海域の水質保全をはかるため、昨年度に引き続き、下水道未普

及地域において管渠設計委 託並びに管渠布設工事及び浸水対策の雨水
う す い
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函渠
か ん き ょ

工事を推進いたします。 

供用開始地区については、水洗化率（接続率）向上に向け接続普及活動を

促進していくとともに、農業集落排水事業についても、平成１９年度に供用開始

した宮良・白保地区農業集落排水施設の接続率向上を図るため、積極的な普

及啓発に努めてまいります。 

維持管理においては、川平浄化センターは、経年劣化による改築工事を昨

年度に引続き推進していくとともに、西浄化センター及び川平浄化センター等、

汚水処理施設のより一層の維持管理に努めてまいります。また、し尿処理場の

老朽化に伴い、共同で汚水を処理するために公共下水道施設を有効利用す

ることを目的とした汚水処理施設共同整備事業の導入に向けた検討を含め、

公共下水道事業計画の見直しを行ってまいります。 

水道事業については、台風等の自然災害に備え経年劣化した於茂登取水

場自家発電設備の更新、復帰前に布設された配水管等の更新を行い、災害

対策及び危機管理対策を推進して、安全でおいしい
．．．．．．．

「いしがきの水」の安定供

給に取り組んでまいります。 

また、水道事業の運営の安定・強化を図るため、県との協働により離島圏域

「水道事業の広域化」の実現に向けて取り組んでまいります。 

未曾有の被害をもたらした東日本大震災は、国内外の多くの人々に衝

撃を与え、改めて人類の想定をはるかに超えた、自然災害の脅威を実感

させられました。 

 私は、被災地の惨状を目の当たりにして、いかなる事態にあっても適
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切に対処し得る防災体制を確立し、市民の暮らしの安全・安心を守る行

政の役割の重さを強く認識いたしました。  

 いつ発生するかわからないあらゆる災害に備え、市民の尊い生命・財

産を守り、安全で快適な住みよいまちづくりを実現することは、行政に

課せられた重要な責務であります。  

 昨年度は、市民・行政・防災等の関係機関による石垣市防災会議にお

いて、総合的かつ計画的な対策を定めた石垣市地域防災計画の改訂を行

いました。 

 本市議会におかれましても、災害実態調査特別委員会が設置され審議

等を通じ、活発なご議論のもと様々なご指摘やご提言をいただきました。 

 今後は、いかなる不測の事態にも適切に対処できる防災体制の確立に

向け、災害に強いまちづくり・人づくり・システムづくりに取り組んで

まいります。 

 本年度より、防災行政無線の機能向上にむけた双方向通信可能なデジ

タル化、情報伝達エリア拡大のための屋外拡声子局スピーカーの整備拡

充、災害情報の一斉メール配信を可能とするハード面の構築を図ってま

いります。 

 さらに、近年急速に進展する情報通信技術の発達により、パソコンや

携帯電話など様々な媒体を通してアクセスできる、ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス活用の検討など、災害時における情報伝達手段の

機能向上の研究をしてまいります。  
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 食糧等の備蓄対策については、行政備蓄の計画を進めるとともに、地

域の実情を考慮した、より効率・効果的な分散型保管体制の構築を目指

してまいります。 

 さらに、災害時における高齢者や障がいを持った方々など、災害弱者

といわれる要援護者支援対策についても、各地域の特性を踏まえ、関係

団体との連携による支援体制を図るなど仕組みづくりを進めてまいりま

す。 

 また、本市を訪れる観光客や旅行者など地理に不案内な方々に対しま

しても、避難場所及び避難経路等が容易に確認できる標識や海抜表示等

の設置を進めてまいります。 

 １７７１年、明和８年に発生した「明和の大津波」により甚大な被害

を受けた歴史的教訓を踏まえ、毎年４月２４日を「石垣市民防災の日」

と定めました。その日から１週間を「市民防災週間」とし、市民一人ひ

とりが災害について考え、防災意識の高揚と普及・啓発を行うこととし

ております。 

特に本年度は、地域防災力の向上にむけた取り組みとして、学校教育

における防災教育の充実と地域連携による防災訓練を実施し、行政と市

民が一体となって災害対応力の底上げを図ってまいります。  

これまでの災害事象で教訓として認識されるようになった「自助・共

助・公助」の役割は、災害時こそ大きな鍵となります。市民一人ひとり

が「自分の地域は自分で守る」という支え合う心構えと連帯意識に基づ
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き、地域の皆様がお互いに手を携えて、防災活動にかかわる自主防災組

織の結成や育成など引き続き推進してまいります。  

市民の生命・財産に重大な影響を及ぼす恐れのある不発弾処理については、

関係機関と連携して万全を期すとともに、磁気探査の拡充等、早期処理を強く

要請してまいります。 

消防行政については、平成１８年消防組織法の改正により、「沖 縄 県 消 防

広 域 化 推 進 計 画 」が策 定 され、沖 縄 県 を１つの消 防 本 部 とすることが計 画

され協 議 を進 めてまいりました。しかしながら、本 年 ２月 ９日 の沖 縄 県 消 防

広 域 推 進 協 議 会 において、県 内 各 市 町 村 の同 意 を得 ることができず、協

議 会 の解 散 の方 針 が決 定 いたしました。本 年 度 からは沖 縄 県 主 催 により

「沖 縄 県 消 防 体 制 あり方 検 討 会 議 （仮 称 ）」が発 足 する予 定 となっているこ

とから、本 市 といたしましても、より良 い住 民 サービスのための消 防 体 制 の

検 討 を進 めてまいります。 

また、平成１５年の電波法関係審査基準の一部改正に伴い、デジタル無線

機器への全面更新が必要となっていることから、昨年７月に発足した沖縄県消

防通信指令施設運営協議会において、財政負担の軽減を目的に県全域で無

線機器の一括整備を行うこととなっております。本市においても、今年度は実施

設計とあわせ、必要な機材と負担額の算出を行ってまいります。 

消防庁舎の移転については、平成２２年１２月に策定された石垣市消防総合

基本計画に基づき、１０年後の市街地の広がりを想定し、第４次石垣市総合計

画及び都市計画等の各種計画と整合性を図り、新しい消防庁舎の建設に向け
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取り組んでまいります。 

また、高齢化社会の進展、建築物の高層化、災害の複雑多様化に対応する

ため、消防業務のスペシャリストを養成する必要があります。そのため、沖縄県

消防学校の研修制度の活用や救急救命九州研修所での研修課程に職員を

派遣するなど、複雑多様化する消防行政に対応すべく職員の育成に努めてま

いります。 

交通安全、防犯対策については、本市における車両登録台数は５万１千台

を超え、年々交通量が増加しています。人命尊重の理念に基づき、飲酒運転

の根絶をはじめ、交通事故の減少に向けた交通安全運動の強化や交通環境

の整備を推進し、事故のない安心・安全なまちづくりに取り組んでまいります。 

また、全国的に暴力団等の排除に関する機運が高まるなか、本市において

も、昨年１２月に「石垣市暴力団排除条例」を制定し、暴力団による不当な行為

を防止し、暴力団排除活動に取り組み、市民が安全で平穏な生活が送れるよう

取り組んでまいります。更には、「市民の防犯に対する意識の高揚と、地域の自

主的安全活動を推進するため、防犯パトロールの実施及び広報啓発活動や支

援体制の環境整備を図り、地域連帯強化に努めてまいります。 

【市民の一人ひとりが輝く「いしがき」】 

４．生きがい 

国民皆保険制度の中核をなす国民健康保険は、構造的な赤字問題を抱

えており、本市においても、国保財政安定化に向けて保険税の収納率及

び特定健診受診率の向上と医療費適正化に向けたジェネリック医薬品の
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普及啓発を推進してまいります。本年度は新たに７５歳以上の高齢者の

肺炎予防のため、肺炎球菌ワクチン接種費用の一部助成を行います。 

市民皆様におかれましても国保制度維持や事業の安定的運営にご理解

を頂き、引き続き保険税の口座振替や納期内納付などにご協力をたまわ

りますようお願い申し上げます。 

介護保険については、本年度は第５期介護保険事業計画の初年度にあたり

高齢者が安心して生活できる社会を目指し、これまでの居宅介護サービスに加

え、新たに施設整備を含めた介護保険のサービスの充実・強化を推進してまい

ります。また地域包括支援センターを拠点に介護予防に重点をおき、施策の展

開を図り、地域における介護・医療・福祉の連携を推進してまいります。 

地域福祉の推進については、これまで児童、障がい者、高齢者等それぞれ

の視点で誰もが生き生きと暮らせる社会の実現に向け、個別計画に基づき施

策を展開してまいりました。本年度は、これら既存計画を包括し、かつ地域福祉

を総合的に推進するため、前年度実施の基礎調査を踏まえ「地域福祉計画」

の策定に取り組んでまいります。併せて、地域防災計画や災害時要援護者避

難支援プランに基づく、高齢者や障がい者等の避難支援体制の構築に努めて

まいります。 

高齢者福祉については、高齢者の生きがいと社会参加を促進するため、老

人福祉センターを拠点とした活動を積極的に支援するとともに、高齢者が健康

で元気に暮らせる島、生きがいと安らぎの長寿のまちをめざし、すべての高齢者

が自宅で自立した生活が続けられるよう諸施策に取り組んでまいります。併せて、
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地域において高齢者が尊厳をもち安心して生活できるよう地域包括支援センタ

ーの機能強化を図ってまいります。 

障がい者福祉については、誰もが自立した日常生活や、社会生活を営むこ

とができるよう、本年度も引き続き障害者自立支援法に基づく各種障がい福祉

サービスと、利用者の状況に応じた地域生活支援事業、就労の支援等を積極

的に実施し、障がいのある方が自己選択と自己決定により自分らしく地域で自

立した生活ができるよう支援するとともに、ノーマライゼーションの理念実現に向

け、施策の推進に努めてまいります。 

また、障がい者団体の育成支援を継続実施し、今年度新たに、「八重山地

区手をつなぐ育成会」の支援を行うほか、「障がい者週間・市民のつどい」など

の開催を通して障がい者への理解と地域支援の輪を広げてまいります。 

こころの健康保持については、自殺対策緊急強化事業を継続実施し、自殺

予防に関する正しい知識の普及啓発に努めてまいります。  

生活保護については、長引く経済不況や失業者の増加、あるいは高齢化の

進展等を背景に、全国的にも生活保護受給者が増加し、戦後の混乱期にあっ

た昭和２６年の２０４万人を突破するなど、なお増加し続けています。 

本市においても、生活に困窮する相談件数や世帯数及び人員ともに急増し

ており、社会のセーフティネットとして、程度に応じた生活支援が重要な役割を

果たしていることから、今後も相談業務や支援の充実、調査等を含め、制度の

信頼の維持のため適正な実施推進を図るなど、被保護者の自立に向けた支援

に努めてまいります。 
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児童福祉については、引き続き子どもセンター、ファミリーサポート事

業、子どもの居場所づくり等子育て環境の充実に努めてまいります。 

保育施設の整備については、共働き家庭の増加、就労形態の変化等に

ともない、多様な保育需要に応え保育所入所待機児童の解消を図るため、

本年度は石垣地区に認可保育園が開園いたします。引き続き、子育て支

援の充実強化に努めてまいります。 

要保護児童の対策については、石垣市要保護児童対策地域協議会にお

いて、地域や関係機関との連携を強化し、早期発見や未然防止等、問題

の解決に鋭意取り組んでまいります。更には、児童福祉の専門職として

スーパーバイザーを今年度も配置し、児童や保護者及び相談業務の適切

な指導、助言を得るなど、家庭支援の促進にも取り組んでまいります。 

子ども手当については、今後の政府の動向を見極め、適切に対応して

まいります。 

母子、父子福祉については、ひとり親家庭等の子育てと就業の促進を

図り、生活の安定と自立を支援するため、関係機関との連携を強化し母

子及び父子家庭等医療費助成事業、児童扶養手当、母子家庭自立支援教

育訓練給付金事業等を実施してまいります。 

女性相談業務については、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」の普及・周知を図るため、市民をはじめ、若年層への啓発を

継続するとともに、ＤＶ被害者の支援に務めるなど、関係機関との連携

を強化してまいります。 
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難病及びがんを患っている方への支援については、現在、ワーキングチーム

による会議を開催し、患者の方へのアンケートを実施するなど調査研究を重ね

ているところです。また、国及び県等で実施されている支援事業を積極的に活

用するとともに、国・県及び関係機関に対し行われております航空運賃の低減

についての要請とあわせ、患者の方への経済的負担の軽減について、国・県

の動向を注視しながら、今後公的支援実施等も含めた事業実施に向け、積極

的に調査研究を行ってまいります。 

乳幼児医療費助成事業については、昨年度から実施しております自動償

還払い方式を本年度も実施し、保護者の皆様の時間的・経済的負担の軽減を

図ってまいります。また、県は本年度、乳幼児医療費助成事業における入院の

対象年齢を就学前から中学卒業までに拡大し、かつ、所得制限の廃止を予定

しております。本市としても県の決定を受け実施してまいります。 

妊婦一般健康診査及び予防接種事業については、本年度も継続して実施

するとともに、市民の健康づくり、疾病予防に向け積極的に事業に取り組んでま

いります。 

また、胃がん検診等のがん対策事業や内臓脂肪型症候群いわゆるメタボリッ

クシンドロームによる生活習慣病の保健指導等予防対策も引き続き推進し、本

年度も市民の健康と命を守るための事業を積極的に推し進めてまいります。 

県立八重山病院については、八重山圏域の中核病院として機能してお

り、石垣市民のみならず、八重山郡民の健康と生命を守ってきました。

特に産婦人科においては、郡内で唯一の分娩処置を行う病院となってい
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ることから、まさに郡民の新しい命の誕生を守る砦となっております。 

 去った２月３日に八重山市町会の会長として知事あて産婦人科医師の

確保について要請を行ったところであります。引き続き万全な医療体制

の確保について強力に要請を行うとともに、安心して子供を産み育てる

環境の確保に向け取り組んでまいります。 

また、八重山病院の新築に向け、郡民の意見を集約するために、竹富

町、与那国町、議会及び関係機関・団体等を網羅した「県立八重山病院

新築検討委員会（仮称）」の設置を積極的に推進してまいります。 

石垣市火葬場の整備につきましては、本市のみならず八重山圏域の課題で

もあります。しかしながら施設の整備には様々な諸条件の課題を抱えていること

から、その整理を行うとともに、本年度は実施設計に向け取り組んでまいりま

す。 

【地域の魅力あふれる「いしがき」】 

５．活 力 

本年度は市民待望の新石垣空港の開港の年度であります。開港にあわせ

独自の自然や文化等を活用し、基幹産業である観光・リゾートの振興を推進す

るとともに、各産業との連携を図り、新たなブランドの発信を行ってまいります。 

 また、農業や水産業等主要産業の強化を図り、豊かな海洋資源の活用や東

アジアに近い地理的条件を活かした拠点の創出が必要となってきます。新たな

企業の誘致等を積極的に行うとともに、産業構造の多様化を図り、雇用創出と

活力あるまちづくりを進めてまいります。 
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本市の農業は、基幹作物であるさとうきびを主体にパインアップル、葉たばこ、

水稲、野菜等を組み合わせた農業生産を展開しているところです。また、近年

は、経営の多角化を図るため温暖な地域特性を活かした施設園芸、花卉、熱

帯果樹等の栽培も盛んになっております。 

しかしながら、農業従事者の高齢化や後継者不足等農業を取り巻く環境が

厳しい状況にあることから、担い手農家の育成や遊休地の解消に向け関係機

関と連携を図り、農業経営の基盤整備に努めてまいります。 

さとうきびについては、経営安定対策による新価格体系のもと、全生産者が

政策支援の対象となるよう認定農業者、農業生産法人等の担い手を育成する

とともに、高齢化に対応した農作業の機械化による作業の効率化やベイト剤の

補助を継続実施してまいります。更には、さとうきび増産プロジェクトの推進に取

り組み、生産農家の所得向上と経営安定を図るため土壌病害虫防除特別事

業を推し進めるとともに、さとうきび収穫後の裸地防止のため県と連携して、さと

うきびの輪作品目として蕎麦の可能性の調査について試験栽培を行ってまいり

ます。 

また、加工品の開発から生産・流通・販売に至る６次産業化を推進し、農業

者の所得の向上と収益性の高い経営の実現に向け取り組んでまいります。 

オクラ、花卉（ジンジャー、ヘリコニア）、パインアップル等の拠点産地の認定

を受けた作物については、引き続き産地協議会や農協等を中心に生産の拡大

を図っていくとともに、その他の品目についても協議会を立ち上げ、産地化に

向けた取り組みを推進してまいります。 
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パインアップルについては、今年度から他産地との差別化を図るため産地表

示を実施し、安全・安心で美味しい石垣島産パインアップルのＰＲに努めてまい

ります。 

パパイヤ研究所については、本市が特許取得したパパイヤの栽培方法によ

る生産拡大を図ると同時に、これまで「つんだみブランド」としてパパイヤを利用

した「赤のティラミス」や「絶品石垣島パパイヤカレー」の商品開発に加え、他品

目を利用した新たな生産拡大を図る業務を立ち上げてまいります。 

外来鳥獣による農作物への被害対策については、その被害が拡大している

ことから、捕獲器や侵入防止柵の導入などの新たな被害防止策の検討を進め、

鳥獣被害防止総合対策事業を導入し、農作物の被害を最小限に食い止めて

まいります。 

農業振興地域の整備については、農地の保全は第１次産業の根幹をなすも

のであり、第１次産業の衰退は他産業へ及ぼす影響も多大であることから、本

市の土地利用計画を考慮しつつ、調和の取れた農業振興の整備を促進してま

いります。 

林業については、これまで造林事業を中心に森林病害虫防除事業等を実

施してまいりました。本年度も当該事業を継続するほか、市民の財産である森

林景観の保全と森林の保健機能の保持による市民の健康増進に取り組むとと

もに、自然災害から農作物の被害防止等を図るため今後とも風害、潮害等の

保安林指定に向け取り組んでまいります。 

農業生産基盤の整備については、農業用水の確保を図るため、畑地かんが
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い施設や排水路等の整備、基幹水利施設の機能維持に努めてまいります。更

には、北西部地域の活性化を図るため「中山間地域総合整備事業」において、

農道や集落道等の整備を進めるとともに、吉原地区では農山漁村活性化プロ

ジェクト支援交付金事業で既設かんがい施設の再整備を推進してまいります。

また、法面等の崩壊防止には、「ため池等整備事業」を導入し、法面等の崩壊

の未然防止に努めてまいります。 

国営土地改良事業については、平成２１年度から平成２３年度にかけて「地

区調査」を行い、事業計画の基礎資料をとりまとめております。今年度からは全

体実施設計に移行し、測量調査や土質調査等を行い、また、石垣島全域を対

象とする農業用水の再編整備を図り、より広い範囲でダムの水が有効活用でき

るよう事業計画を推進してまいります。 

環境保全型農業については、「石垣市たい肥センター」の有効活用を図るた

め、畜産農家と連携し安定的な原料の確保を図るとともに、良質なたい肥を農

家へ提供し農作物の生産向上に取り組んでまいります。 

畜産業については、現在、肉用牛を中心に乳用牛、豚、鶏卵の経営がなさ

れております。肉用牛の経営は、最も重要である粗飼料の生産が他地域に比

べ有利性が高く、生産基盤の拡充、経営規模の拡大が可能な産地として期待

されていることから、本年度も引き続き輸入飼料に頼らず温暖な自然条件を活

かした自給飼料の増産に努めてまいります。         

肉用牛の生産振興については、平久保牧場の土地有効利用を図るため、自

然景観に考慮した基盤整備と生産農家の経営体質改善を図り、暖地型牧草を
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主とした草地の開発、既存草地の再整備を推進してまいります。また、昨年に

引き続き「石垣牛大バーベキュー大会」を開催し、「石垣牛」の拠点産地として

の産地ブランド化を推し進めるとともに、消費者の信頼に応えるため食の安全・

安心による国際基準に適合した食肉センターの建設に努めてまいります。 

水産業については、資源量が減少傾向にあり、漁業就業者の高齢化や相次

ぐ大型台風の襲来、漁業用燃料の高騰による出漁日数の減少等により、漁獲

量が伸び悩む状況にあります。このため、沿岸漁場の整備拡大を図るほか、亜

熱帯海域における特色ある魚介類の養殖開発に取り組むなど資源管理型漁

業の推進に努めてまいります。 

また、漁船漁業の支援策としては、離島漁業再生支援交付金事業を有効活

用しパヤオ（浮魚礁）の設置をはじめ、サメ駆除等を支援し漁場での操業の安

全とともに漁業資源の維持拡大を図るほか、違法操業船対策についても引き

続き関係機関と緊密に連携し実施してまいります。 

また、周辺海域におけるオニヒトデの大量発生は、漁場環境を悪化させるな

ど深刻な問題となっていることから、「環境・生態系保全活動支援事業」及びふ

るさと納税基金により、オニヒトデ駆除事業を推進し、サンゴ礁の保全に努めて

まいります。 

養殖漁業については、これまで国、県等の水産研究機関の支援によりヤイト

ハタ（アーラミーバイ）やモズク、海ブドウの生産が順調に進展していることから、

今後は、「魚介類陸上養殖業推進協議会」を積極的に開催・活動させ、安全・

安心な漁業を目指した陸上養殖施設整備に向けた取り組みを行ってまいりま



 24 

す。更には、民間企業によるモズク、マグロ等の加工場並びに大型冷凍冷蔵庫

が稼働してきたことから、今後は八重山漁業協同組合との生産・加工・販売の

連携を促進し、養殖漁業の拠点産地を目指し量産化とブランド化を進めてまい

ります。 

また、漁港・漁場生産基盤の整備については、魚類養殖場内の道路を国道

バイパスに接続することで養殖場機能の向上を図ってまいります。 

石垣漁港におきましては、昨年に引き続きフィシャリーナを整備し、漁港内の

遊漁船との煩雑さを解消することで、漁業活動を活発化させ水産業の振興を

図ってまいります。 

また、新栄町船揚場埋立計画につきましては、沖縄県、八重山漁業協同組

合をはじめ、関係漁業者の協力のもと、昨年１２月に着工の運びとなりました。

引き続き関係機関と連携し、水産業の振興と新栄町地域の活性化のため整備

を進めてまいります。 

商工業の振興については、引き続き、商工会、経済振興公社等、関係経済

団体との連携を密にして時流に即した施策の展開を図ってまいります。 

まず、地域資源を活用した「ものづくり」を推進し、商品開発、商談会、販路

拡大、マーケティング等にいたる事業者の活動を支援してまいります。今年度

は、東京、大阪等の国内首都圏での物産展を展開するとともに、台湾や香港

等での海外における物産プロモーション等を進めてまいります。一方、「八重山

そば所」を一堂に会したＰＲイベントなど、地域ブランドの発信、向上に努めてま

いります。 
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地域ブランドについては、資金や人材を呼び込むことにより持続的な経済活

性化を促す観点から、石垣ならではの商品やサービス、豊かな自然環境、優れ

た景観を有する土地柄という比較優位型のイメージを効果的かつ戦略的に結

びつけ、国内外に積極的に発信するための施策（ツール）としての地域ブランド

構築に取り組んでまいります。 

これらの事業展開とともに、引き続き、織物や焼物等の伝統的工芸産業の技

術研修や後継者育成、中小規模企業者の経営安定化に資する融資制度等の

支援を行ってまいります。 

雇用対策においては、全国的に長引く不況や東日本大震災の影響等により、

本市においても求人数の減少等、中・小規模事業者を取り巻く経営環境は、

依然として厳しい状況にあります。 

国・県の施策と連携した新たな雇用機会の創出や企業誘致、既存ストックを

活用した就業支援マッチング等の施策を講じ雇用環境の改善に努めてまいり

ます。 

本市のリーディング産業である観光産業は、他産業との連携を図り、相乗効

果を高め、本市の経済振興につながることから、今後は、時代の潮流に即した

新たな施策の展開を進めてまいります。 

平成２２年に「石垣市観光基本計画」を策定し、観光入域客の目標として、

平成３２年までに１００万人を達成可能な数値として掲げました。しかしながら観

光入域客数は依然として厳しい状況が続いており、昨年は、東日本大震災や

円高による海外旅行の増加等により、対前年比９１％の６５万６千人と目標とし
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ていた７５万人を下回る結果となりました。本年度は、新石垣空港開港キャンペ

ーンとして、国内外の各都市空港において開港ＰＲ用のポスターを掲示するほ

か、バス、地下鉄、モノレール等公共交通機関を活用したラッピングやポスター

等の広告により石垣島の魅力及び特産品等の情報発信を行ってまいります。 

一方で、外国人観光客については、台湾をはじめとする外航クルーズ客船

及び国際チャーター便の就航により、近年、増加傾向にあることから、更なる誘

客が期待されております。このことから、県と一体となったインバウンド観光への

施策展開が重要であり、東アジア圏域を対象としたインバウンド戦略の構築を

図りつつ、人材育成など受入体制の強化に取り組んでまいります。 

 また、外国人観光客の利便性向上を図るため、多言語観光案内サイン整備

事業を活用し、市内及び観光名所における観光案内サインの整備を行ってま

いります。更には、昨年設立した、「石垣市クルーズ客船受入連絡協議会」の

組織強化・充実を図り、官民一体となった取り組みを行ってまいります。 

国内誘客につきましては、新千歳空港、東京サンシャインシティーなどの各

空港、集客場所において観光物産展を開催するほか、全国各エリアにおいて

商工業、観光業及び観光関係団体との連携を図り、同様のイベントを開催し、

新規観光客の獲得に努めてまいります。 

本市では昨年度、本市の観光イメージの向上と観光客の誘致促進を図るた

め、全国的に活躍する具志堅用高氏、ＢＥＧＩＮ、夏川りみ氏のお三方を石垣

市観光大使として任命いたしました。本年度も当該事業を最大限活用し、本市

の知名度の向上及び観光情報の発信を積極的に行ってまいります。 
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また、長期滞在型観光の推進を図り、観光客１人当たりの島内消費額の増

加を目指すことを目的に、着地型地域密着旅行商品の発掘を行うとともに、旅

行者ニーズの把握調査を実施し、市民の皆様との協働により、それぞれの地域

の特性を活かした観光メニューの開発を進め、販売旅行会社との提携によりマ

ーケティング展開を行ってまいります。 

地理的優位性を活かした「星空」を観光資源とした、「南の島の星まつり」は、

昨年で１０回目を迎え、本市の夏のイベントとして定着し、全国的に注目を集め

ております。今年度は、ライトダウン星空観望会等の従来のイベントに加え、観

光関連事業者との連携により「婚活ツアー」を実施し、出会いの場の創出を図り

更なる観光誘客を図ってまいります。 

また、商工製造業者との連携により、星に関する加工特産品の開発を行うほ

か、ナイトツアーによる星空観望会などの取組みにより星文化の振興を図ってま

いります。 

スポーツツーリズムの推進は、本市観光産業の振興を図る上で有効的かつ

効果的な手段としてプロ野球及びサッカーキャンプの誘致に取り組んでまいりま

した。今年も２月１日から千葉ロッテマリーンズの春季キャンプが開催されるとと

もに、「サッカーパークあかんま」において、「ジェフユナイテッド市原千葉」のキ

ャンプ継続開催に加え、サッカーＪ１の「ガンバ大阪」が春季キャンプを実施いた

しました。今後も、プロ野球をはじめ各種プロ・アマスポーツのキャンプや合宿等

の誘致に取組み、各スポーツ施設の有効活用と利用促進を図ってまいります。 

観光誘客イベントについては、昨年、本市で初開催された「うたの日コンサー
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ト」を継続開催できるよう調整してまいります。また、「石垣島トライアスロン２０１２

／石垣トライアスロンワールドカップ２０１２大会」等、盛りだくさんのイベントを開

催してまいります。 

ゴルフ場については、多くの市民及び団体が一日も早い建設を望んでいるこ

とから、建設促進に向け、関係機関との意見調整を図っているところであり、今

後とも積極的に整備促進に取り組んでまいります。 

中心市街地活性化については、自主的・自立的な取組を総合的かつ一体

的に推進する必要があります。本市における少子高齢化の到来や市街地にお

ける都市機能の分散が進行する中、既存の中心市街地の商業形態も変容し

つつあります。 

中心市街地区域の見直しを含め、コンパクトなまちづくり、都市機能の適正

立地や既存ストックの有効活用を図り、市民の皆様、関連事業者等の参加・協

力を得ながら基本計画の策定を目指してまいります。今年度は、地区住民の意

向調査や取組への周知活動、セミナー等を実施してまいります。 

海洋基本計画については、昨年度海洋に関する専門の学識者や地元関係

者による策定委員会を立ち上げ、石垣島周辺のみならず、八重山周辺海域の

環境の保全、海洋資源の活用、海底資源の開発等、本市の今後の海洋利活

用に関する施策の指針となるよう、計画の策定に向け取り組んでいるところであ

ります。今年度は、策定委員会を中心に計画の策定を進め、より実施可能な計

画となるよう策定に向け取り組んでまいります。 
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【豊かな風土の中で育つ「いしがき」】 

６．はぐくむ 

本市では、県内最高水準の学力の定着をめざし、今年度においても、これま

での学力向上推進事業をより強化して取り組んでまいります。 

また、児童生徒の実態の経年比較を行うため、昨年同様、標準学力調査、

生活実態調査、知能検査を実施し、その調査結果資料を基に各学校において

指導方法の工夫改善に役立ててまいります。更には、本市全体の傾向や対策

を各種研修会で周知し情報の共有を図るとともに、学力向上推進指定校に中

学校を新たに追加し、実践的な調査研究による成果の普及を目指してまいりま

す。 

夏休みにおいては、各学校での基礎・基本強化学習会を開催し、基礎学力

の確かな定着を図るとともに教科研修会での資質向上を図ってまいります。 

県内最高水準の学力向上をめざし、学校、家庭、地域、行政が一丸となり

「読み・書き・計算力」を身につけるための総合的な学力強化事業「冠鷲プロジ

ェクト」は、地域子ども会や、スポーツ少年団での取り組み等を継続した「学習

支援活動」として市内全小学校区での実施を目標に推進してまいります。また、

家庭教育学級を開設し、親子の体験活動や学習活動を支援してまいります。 

地域においては、「地域の子どもは地域で育てる」を目標に、自治公民館と

連携し、地域の人材を活用した学習活動の場の提供、社会体験活動の充実を

図るとともに、次世代への伝統文化の継承を推進してまいります。 

また、家庭においては、「早寝・早起き・朝ごはん」「一家団らん」「食育の充
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実」運動を展開し、基本的生活習慣の形成を推進してまいります。  

幼稚園においては、生涯にわたる人間形成の基礎を培う大切な時期である

ことから、集団生活の中で、一人ひとりの健全な心身の基礎を培います。また、

基本的な生活習慣・態度を育て、豊かな心情や思考力を養い、意欲や思いや

りのある幼児の育成に努めてまいります。更には、幼稚園、家庭、地域と連携し、

本市の課題である遅い就寝時刻等の生活リズムを改善し、心も体も元気な幼

児の育成に務め、幼児教育の充実を図ってまいります。 

２年保育については、２年間の見通しを持った幼稚園教育ができること、また、

基本的生活習慣の定着、異年齢交流による教育的効果が期待されることから、

就学前の教育として、質の高い幼稚園教育を目指し、積極的に推進してまいり

ます。 

預かり保育については、幼稚園教育を希望する保護者が、安心して子育て

できる環境をつくるため、幼稚園にかわる施設のない地域を優先して預かり保

育を拡大してきました。今年度は新たに「なぐら幼稚園」と「みやまえ幼稚園」で

実施いたします。今後も、全園実施に向け地域の実態等の調査研究を進め、

順次拡大していく予定であります。 

奨学金貸付制度については、石垣市出身の桃原用昇氏からの寄附を原資

に新たな基金を創設し、海外留学生などを対象とする奨学金貸付制度を実施

いたします。 

学校施設整備については、昨年度、平真小学校水泳プール新築事業及び

川平中学校校舎新増改築事業を実施いたしました。本年度は、安全でゆとりあ
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る学習環境整備のため、伊原間中学校校舎の新増改築等、学校施設の耐震

改築を行ってまいります。 

学校給食センターの建て替えについては、本年度は地質調査、実施設計、

用地造成を実施し、食の安心・安全、食育に資する新たな学校給食センターの

建設に向け取り組んでまいります。 

学校給食無料化については、同一世帯における第３子以降の児童生徒を

対象に実施するとともに、学校給食においては、食育の観点も含め、地元食材

の利用促進に努めてまいります。 

青少年の健全な育成については、子ども達が安心して心身ともに健康で豊

かな人間性を育むことができる環境づくりのため、地域住民の協力や関係機関

との連携のもと「子ども見守り隊事業」などの諸施策を推進してまいります。 

昨年は、「石垣市核廃絶平和都市宣言」を行いました。同宣言を積極的に

活用した平和行政を推進し、石垣市民の平和を求める声を国内外に発信する

とともに、若い世代の平和を希求する心を育ててまいります。 

中学生や高校生を対象に「平和を考える作文」の募集を行い、平和につい

て考えを深める機会をつくります。また、被爆地へ中学生・高校生を派遣する

「平和大使派遣事業」を継続して実施し、肌で感じ得た核兵器の恐ろしさを市

民へ広く伝えていくための機会を設けてまいります。 

また、６月２３日の慰霊の日には「八重山戦争マラリア犠牲者追悼式」・「全戦

没者追悼式並びに平和祈念式」を開催してまいります。 

世界平和の鐘については、世界平和の鐘の会沖縄県支部と協力連携し、世
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界恒久平和を希求する象徴として、より一層市民への浸透及び活用を図ってま

いります。 

生涯学習の推進については、多様で高度化する市民のニーズに応じ、様々

な内容や質の高い学習機会を提供できるよう、放送大学や人材バンクを活用し

た社会教育学級・講座を開催してまいります。また、「学習＝楽習」の成果を市

民に発表する「生涯学習フェスティバル」を開催し、生涯学習の輪を広げてまい

ります。更には、図書館では、図書資料の充実に務め、北西部への移動図書

館やブックスタート、学校図書館との連携や地域文庫活動の支援など、市民の

実情に添った図書館サービスの向上に努めてまいります。 

また、沖縄県立図書館との連携を密にした図書館システムの構築を図り、離

島における読書活動推進の発展に努めてまいります。 

スポーツの推進については、「市民皆スポーツの実現」に向け、市民が生涯

にわたり、個々人の体力や年齢、目的に応じて「いつでも・どこでも・いつまでも」

を目標に、スポーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会を目指し、各種スポ

ーツ団体、指導者の育成に取り組んでまいります。また、余暇の利用や仲間づ

くりを目的とした、様々なスポーツやレクリエーションを紹介するスポーツ教室を

開催してまいります。 

「石垣島マラソン」は、今年１月２２日に４７都道府県から４，０００人を超える申

し込みがあり、第１０回の節目にふさわしい記念大会を開催することができまし

た。本年度は更に、本市の魅力である自然や文化、また、日本最南端のフルマ

ラソンという優位性を活かし、「１年の走り初めは石垣島から」を印象付け、走る
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人も、見る人も楽しい大会を目指してまいります。 

文化財の保護と活用については、本市の豊かな自然と風土に育まれた文化

財の保護と継承を図るとともに、文化財愛護思想の高揚に努め、本市の長年の

施策である「史跡フルスト原遺跡保存整備事業」を継続し、活用を図ってまいり

ます。 

 また、市民の伝統的・創造的な文化活動を推進するため、本年度も恒例の「と

ぅばらーま大会」を実施するほか、隔年開催の「宮良長包音楽祭」など市民の文

化水準の向上に努めてまいります。 

市史編集事業は、先人たちが築いてきた特色ある石垣市の歴史や自然・文

化を市民共有のかけがえのない貴重な財産として後世に引継ぎ、風土に根ざ

したまちづくり人づくりの礎とするものであります。今年度は、昨年度に引続き、

石垣市史叢書、石垣市史研究資料民話などの編集・発刊事業、所蔵写真資

料のデジタル化を進めるほか、新たに所蔵音声資料のデジタル化に着手してま

いります。 

また、石垣市史考古編の編集事業を進めていくほか、市民の皆様から増刷

要望の多い「石垣市史巡見 村むら探訪」等を増刷してまいります。更に、新た

な事業としましては、「旧大浜町史（仮称）」の編集事業に着手してまいります。 

博物館については、島に残る貴重な資料の収集に力を入れるとともに、それ

らを広く市民に紹介する企画展や関連する文化講座を開催いたします。また、

郷土の歴史・文化への理解と愛情を深めるため、児童を対象とした「こども博物

館教室」や「手作り教室」、一般の方を対象とする技術継承を兼ねた民具づくり
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などの博物館体験講座を実施いたします。今後とも地域に根ざし、市民に親し

まれる博物館運営に努めてまいります。 

新博物館建設につきましては、関係各課を網羅した基本構想素案作成委員

会を立ち上げ、検討を進めてまいります。 

【人をもてなすふれあいの「いしがき」】 

７．交 流 

交流事業については、本市とゆかりのある国内外都市との親善交流を推進し、

市民同士の出会いを創造する施策を展開してまいります。 

国内においては、友好都市稚内市と友好提携２５周年の節目を迎えるため、

これまで重ねてきた教育・文化・スポーツ交流に加え、市民相互の交流事業を

実施いたします。 

また、親善都市岡崎市、ゆかりの町徳島県上板町との交流をより発展させる

とともに、新たに愛知県犬山市との友好都市提携を目指してまいります。更に

は、かけはし交流の岩手県や三重県松阪市との交流も併せて推進し、交流の

輪を広げてまいります。 

国外では、台湾蘇澳鎮、ハワイ州カウアイ郡両姉妹都市との親善交流に新

たなプログラムを加え、地域振興に寄与できることを目的とした新交流企画の立

案を目指してまいります。 

国際交流については、新石垣空港開港後の国際化を念頭に、世界を舞台

に活躍できる人材の育成と市民が活躍できる国際交流の場の創造に努めてま

いります。 
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男女共同参画社会の実現にあたっては、「第２次男女共同参画計画いしが

きプラン」を着実に実施し諸事業を推進してまいります。特に、各種審議会、委

員会等委員の女性登用率向上のため、実効性のある制度を創設し、女性が政

策決定等へ参加しやすい環境づくりに努めてまいります。 

市民協働のまちづくりを推進していくためには、市民一人ひとりが「協働」の

意識にたち、市民と行政が一体となり、まちづくりを推進していくことが重要であ

ることから、行政内部においては、関係課が連携し、地域やＮＰＯ等を支えてい

くしくみづくりが必要となります。本年度は、その具体的な取り組みとして、行政

内部における「市民協働のまちづくり検討委員会」及び職員による「協働推進

員」を設置するとともに、地域課題や市民意見の集約に向けたファシリテーター

（意見調整役）の育成を行い、市民とともに石垣市の望ましいまちづくりに向け、

取り組んでまいります。 

また、新しい公共の担い手とされるＮＰＯ等との協働に向けては、環境やまち

づくりなど多くの市民活動団体が社会貢献活動を展開し、石垣市のまちづくり

に取り組んでいることから、これらのＮＰＯ等が連携して取り組む環境の整備を

図るなど、パートナーシップ構築に向けて本市としても積極的に関わり、“市民と

協働の石垣市づくり”に向け取り組んでまいります。 

【自立した行政運営の実現】 

８．行財政改革 

行政改革については、昨年度新たに「市民保健部」を創設し市民福祉の充

実を図ってまいりました。今年度においても、市民サービスの向上を目指し窓口
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サービスの充実に取り組むとともに、「民間にできるところはできる限り民間に委

ねる」を基本に、民間委託を進めてまいります。 

地方分権改革については、現在、第２期地方分権改革が進められており、

国は、分権一括法に向けた国と地方の役割分担、国から地方への事務・事業、

権限の移譲等、国庫補助負担金改革などの取り組みを行い、いよいよ今年度

から事務移譲が進められます。 

本市においても、このような国、県からの事務移譲がスムーズに行えるよう取

り組んでまいります。 

行政評価システムについては、行政サービスの質の向上を基本理念に掲げ、

市民に対する説明責任、職員の意識改革、事務事業の効率性向上などを主

な目的として取り組んでいるところです。今後は、現在の行政評価システムを検

証するとともに、行政評価制度の充実に努めてまいります。 

近年、地方税にかかる申告手続等の電子データ化が進み、地方税ポー

タルシステム・ネットワークのｅＬＴＡＸ（エルタックス）利用の要請

が高まってきました。 

地方税における手続の電子化は、これまでの紙ベースによる提出から、

法定調書の給与支払報告書、個人住民税、法人市民税及び償却資産等そ

れぞれの申告書をインターネットを通じた電子データでの提出が可能に

なります。 

このｅＬＴＡＸ（エルタックス）利用は、納税者の利便性の向上と事

務処理の効率化が図れます。本年度より導入に向けた取り組みをしてま
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いります。 

また、市政に対する意見や提案など、市民との対話の中からご意見を賜り、

市政に反映させるため、引き続き「市長とランチミーティング」を進めてまいりま

す。 

本市の財政状況は、公債費の繰上償還による効果等、改善傾向にある

ものの、依然として公債費比率は高水準にあり、扶助費、特別会計への

繰出金の増などが要因で財政構造の弾力性に欠けている状況であること

から、なお一層の財政健全化の推進に努めてまいります。  

自主財源の確保については、近年の多様化する市民のライフスタイル

の変化を背景にして、市税や料金等の納付についても、「いつでも・どこ

からでも・納めやすい」という便利で安心できる環境の構築が求められ

ています。 

本年度は、納税者等のニーズに応えるため、コンビニ収納やインター

ネットバンキングをはじめとする納付環境の拡充を図ってまいります。  

また、新たな自主財源確保に向けては、引き続き庁内における調査・

研究を進めてまいります。 

公有財産における市有地については、計画的な売り払いを推進するとともに、

有償貸付の積極的な活用など効率的な運営を図ってまいります。 

また、入札及び契約業務においては、入札参加申請書による業者登録から、

入札執行に至る一連の業務処理と各種資料及び統計資料等の作成が簡素化

できる「入札管理支援システム」の導入に着手いたします。 
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今日のように、行政ニーズが多様化とともに高度化していく状況下に

おいては、職員の知恵と創意工夫による取り組みを促進させ、政策効果

を高めて行くことが重要であります。  

 今後とも、住民サービス向上のため、地域の実情や意向を政策に反映

させ、時世の流れを的確に読み取り実践できる、多様な人材の確保と育

成を推進してまいります。 

 本年度は、地域経営の担い手として、社会情勢の変化に応じた施策展

開のできる人材育成を重視した研修体制の充実・強化を図ってまいりま

す。 

９．予算編成と予算規模 

平成２４年度予算は、一般会計が総額２０９億７，５００万円で前年

度当初比２．９１％の増となっております。 

次に特別会計について申し上げます。  

国民健康保険事業特別会計は、国民健康保険の安定的運営確保と保険

財政の健全化に努めており、予算の総額は、歳入歳出とも６４億９，５

５３万５千円で前年度当初比６．４４％の増となっております。  

後期高齢者医療特別会計の予算の総額は、歳入歳出とも２億７，４６

３万２千円で前年度当初比１．８１％の増となっております。  

介護保険事業特別会計については、引き続き介護サービスの基盤整備

に努めてまいります。予算の総額は、歳入歳出とも３４億２，８０６万

２千円で前年度当初比２．６５％の増となっております。  
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公共下水道事業特別会計については、事業認可区域約３７２．８ヘク

タールを年次的に整備推進してまいります。予算の総額は、歳入歳出と

も９億４，２８３万１千円で前年度当初比３０．９１％の減となってお

ります。 

農業集落排水事業特別会計については、集落の生活環境整備を図って

まいります。予算の総額は、歳入歳出とも７億３，６４８万１千円で前

年度当初比６．２１％の減となっております。  

水道事業会計については、公営企業の基本原則を堅持しながら、給水

サービスの一層の向上に努めてまいります。予算の総額は、２２億１，

２１９万７千円で前年度当初比１１．７８％の減となっております。  

都市計画土地区画整理事業特別会計については、引き続き年次的に整

備を図ってまいります。予算の総額は、歳入歳出とも２億６５２万円で

前年度当初比３９．３２％の減となっております。  

港湾事業特別会計については、南の玄関としての重要港湾であり引き

続き機能拡充の推進に努めてまいります。予算の総額は、歳入歳出とも

９億６，２７９万３千円で前年度当初比３．６７％の増となっておりま

す。 

以上、特別会計は総額１５２億５，９０５万１千円で前年度当初比２．

４２％の減となっております。  

１０．むすびに 

以上、市政の運営に関し私のまちづくりの基本政策と平成２４年度に取り組
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む主な施策についてご説明いたしました。 

これらの事業を推進していくには、多様化する市民ニーズの的確な把握と職

員の不断の努力が肝要であることから、接遇をはじめとする各種研修を重ね資

質の向上を図るとともに、市民の幸せ構築への職員のモチベーションの向上に

努力してまいります。 

更には、スピーディーかつ適正に組織が運営できるよう機構改革や職員定

員管理にも努めてまいります。 

また、公共施設については、経年劣化が著しい状況にあるものの、短期集中

的に起債による公共投資が膨れあがり、財政の硬直化が進まぬよう注意を払い

ながら適宜適切に財政投資を行い、社会資本整備に努めてまいります。 

国内はもとより本市を取り巻く環境は、年々厳しさを増し、先行きが不透明で

厳しい社会環境の中にあります。しかしながら、諸問題に対し果敢に立ち向い、

希望ある未来へつなげていかなければなりません。 

こうした中、昨年１２月議会において議決されました第４次石垣市総合計画

基本構想は、今後１０年に及ぶ本市のまちづくりの指針となることから、基本構

想で掲げた「みんなで未来につなげるしあわせあふれる我が島づくり」の基本理

念のもと「島の魅力と人々の活力が奏でる海洋・文化交流都市いしがき」の将

来像の実現に向け、基本目標の確実な実施を行うとともに、近年の経済情勢

や国の政策転換など、著しく変化する社会環境に柔軟に対応した市政の円滑

な運営を目指してまいります。 

ご承知のとおり、沖縄振興一括交付金は、沖縄２１世紀ビジョンで掲げた将
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来像の実現に資するための自由度の高い交付金として、今年度新たに創設さ

れる制度であり、今後、国から補助金交付要綱が示されることになります。 

本市としても、これを基に「自然と歴史、伝統、文化を大切にする島」、「心豊

かで、安全、安心に暮らせる島」、「希望と活力にあふれる豊かな島」、「世界に

開かれた交流と共生の島」、そして「多様な能力を発揮し、未来を拓く島」を目

指して沖縄県との連携はもとより市民皆様の意見を十分に取り入れ、石垣らし

い事業の推進に努めてまいります。 

今後とも「日本一幸せあふれるまち石垣市」の実現に向け、市民の皆様と手

を携え、職員一丸となり市政運営に全力を注いでまいる所存でございます。 

市民の皆様並びに議員各位のご理解とご協力を心からお願い申し上げ私の

施政方針を結びます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


